
『休日の部活動の段階的な地域移行について』

三条市「休日の部活動の段階的な地域移行」説明会(2023.02.16)資料

～これまでの経緯と、国及び県の考え方～

県教育庁保健体育課



令和２年９月１日 文部科学省・スポーツ庁
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新潟県の15歳人口の推移
1989年～2037年 （2023年以降は推計）

約50年間で約26,305人減少
（▼67.2％)

以降も減少傾向が継続すること
が予想される。



新潟県推計人口（令和４年10月１日現在）に見る年齢別推計人数

県全体の年齢別推計人口

県全体 ０歳 ５歳 １０歳 １５歳

人 口 （人） 11,993 14,811 17,122 18,608

15歳人口に対する割合 64.5% 79.6% 92.0%

市町村別の年齢別推計人口（減少割合が特に顕著な市町）

Ａ 市 ０歳 ５歳 １０歳 １５歳

人 口 （人） 179 270 329 409

15歳人口に対する割合 43.7% 66.0% 80.4%

B 町 ０歳 ５歳 １０歳 １５歳

人 口 （人） 15 28 35 41

15歳人口に対する割合 36.6% 68.3% 85.4%

【新潟県HPより】

－6,615人 ≒ 165学級



三条市 ０歳 ５歳 １０歳 １５歳

人 口 （人） 512 633 777 791

15歳人口に対する割合 64.7% 80.0% 98.2%

－279人 ≒ ７学級



【少子化の影響による学校規模の縮小】
◇部員数の減少により単独でチームを

組めない。
◇そもそもやりたい競技の部活が設置

されていない。
◇専門の指導ができる顧問がいない。

＋
秋以降、平日の活動時間は１時間程度

【子どもたちのニーズの多様化】
◇競技力向上だけにこだわらず運動を楽

しみたい。
◇友達と楽しい時間を過ごしたい。
◇運動部に入っていなくても週末くらい

は軽く汗を流したい。
◇スケートボード、ボルダリングやブレイ

キンなど、アーバンスポーツに取り組み
たい。

中学生が、今後も充実したスポーツ活動に取り組むた
めには、学校部活動に代わる、より望ましいスポーツ
環境を、新たに整備する必要がある。

この先も続く少子化
部活動で対応しきれない

ニーズの広がり

なぜ部活動を地域の活動に移行することが必要なのか？



休日の部活動の地域移行後の中学生の運動機会

活動の種類（運営主体） 活動の目的 予想されるメリット・デメリット

民間のクラブチーム
（アルビレックス、ＪＳＳなど）

◇選手コース
◇トップチーム

競技力向上

【メリット】
プロ指導者による専門的指導の下
での競技力向上
【デメリット】
・経済的負担大
・時間的負担大
・地域間格差大◇普及クラス 運動機会の確保

地域のクラブチーム
（スポ少、市町村協会、ＮＰＯ、町道場など）

競技力向上
＞運動機会確保

【メリット】
地域での活動のため移動等の負担
が比較的委少ない
【デメリット】
ニーズに応える活動がない可能性

競技団体主催の活動

◇国体強化
◇年代別強化

競技力向上

【メリット】
学校部活動から独立した強化活動
が可能
【デメリット】
移動手段の確保が困難

◇普及 人材発掘
＞競技力向上

【メリット】
中体連競技（種目）以外の普及が
可能
【デメリット】
移動手段の確保が困難

学校以外の団体が運営し教育委員会が運営
方針の決定等に関わる地域スポーツ活動
市町村教育委員会が中心に、運営主体（総合型
地域ＳＣ、スポ少、市町村協会等）と連携した
制度設計。兼職兼業による教員の指導可。

運動機会確保
＞競技力向上

県内４市で実施の国モデル事業等
により検証中



運動部活動の地域移行の方針

「生徒の多様なニーズに応じた活動機会の保障と、
教員の働き方改革の推進の両立」

・地域移行後の活動の参加率 ≧ 現在の運動部活動加入率（68％）

・指導を希望しない教員が指導しなくてよく、一方で指導を希望する
教員のやりがいが失われることのない環境づくり

教育委員会が運営方針の決定等に関わる地域スポーツ活動の目的

「運動したい生徒すべてが参加可能な、
競技力向上のみを目的としない運動機会の確保」

競技協会等が主催する活動の目的
「競技力向上（強化）・競技人口拡大（普及）」

・運動したい生徒すべてが活動できる場の提供（敷居を下げた活動）

・アウトドア活動やシーズンスポーツ、種目を限定しない活動、世代間交
流を行う活動、運動部活動を行っていない生徒の掘り起こしなども可能





県教育委員会「休日の部活動の地域移行に係る兼職兼業での指導に関する意向調査結果」（R4年11月）

休日の、地域の活動での指導を希望する教員について



中体連大会の参加規程の改定について

◆日本中体連は、令和５年度全中大会から地域スポーツ団体等の参加を認めることを決定

◆県中体連は、地域スポーツ団体等が県中体連主催大会に参加する際の認定基準を策定

《抜粋》
〇県中体連の目的及び活動を理解し、それを尊重すること
〇継続的に、指導者資格を有する指導者もしくは相当の指導経験があり、今後指

導者資格を取得する意思がある指導者の指導のもと、適切かつ組織的な活動が
行われていること。指導者は競技ガイドラインに則り、人権を尊重した指導を行っ
ていること。

〇スポーツ庁が発出したガイドラインの「合理的でかつ効率的・効果的な活動の推
進」「適切な休養日の設定」を遵守していること。

〇全ての県中体連主催大会において、競技役員や審判など運営上必要な事項に協
力すること。

◆日本中体連は、令和５年度全中大会における特例競技部細則を策定

《一例》
〇陸上競技 リレーは、登録メンバー全員が同一学校に在籍している場合に限り、団

体（地域クラブ等）の所属で参加できる。
〇サッカー 地域クラブ団体等としてU-15チームがクラブユース連盟へ加盟登録し

ていないこと。


